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要 約
市民個人が持っているごみ問題の認識を把握するため､ 市民を対象にごみ問題発生の原因､ ごみ減
量化の努力､ リサイクルへの認識と考え方､ 分別回収の考え方､ ごみの有料化等について質問紙調査
を実施した｡ その結果をもとに性別や年齢構成等によってごみ問題の意識の違いを検討した｡ 性別の















環境問題に関する国際共同調査 (平成16年度版環境白書 (2004)) によると､ 日本では､ 環
境問題に能動的に取り組まない要因として､ ｢時間､ 資金の不足｣ を挙げる者は他国に比べる




れ､ 具体的に行動に移すための､ 実生活で実践できるレベルの情報と ｢私もやる (行動する)






内閣府 (2001) が平成13年に行った ｢循環型社会の形成に関する世論調査｣ では､ ごみ問題
に対する一般的な意識や日常生活と循環型社会に対する意識などの項目について調査を行って
いる｡ その中で､ ごみ問題にどの程度関心があるかについて､ ｢非常に関心がある｣ ｢ある程度
関心がある｣ と回答した人は併せて898％であり､ ごみ問題に対しても人々の関心は高いこと
が伺える｡ しかし､ 実行については言及されておらず､ 割合は低いものと考えられる｡
ごみ問題に対しての社会的意識は高まりつつあるものの､ 依然として関心が低い市民の存在
が指摘されており (内田・井上､ 1996)､ こうした市民の協力を促進するためには意識啓発が
必要と考えられている｡
｢分別には10代後半から20代にかけての若い世代の市民にまだ多くの無関心層が見受けられ























都市住区内 (大阪市 (91人)､ 吹田市 (127




















会 社 員 26％
女性 60％ 公 務 員 ６％
年
齢
10代 ２％ 自 営 業 １％
20代 ３％ 主 婦 48％
30代 29％ 学 生 ３％
40代 17％ 無 職 13％












割であり､ 女性の回答者が若干多い｡ 年代構成は30代が多く､ 10代､ 20代は少ない｡ 職業別に
























ごみ減量化の努力を図３に示す｡ ｢購入した製品を長く使う｣､ ｢レジ袋をもらわない｣､ ｢詰
め替え用の製品を利用する｣､ ｢無駄な製品を使わない｣ が多く､ 次いで ｢使い捨て製品を使わ
ない｣ となっている｡ ごみを減らすための努力はすでに製品を購入する時点から行われている
ことがわかる｡









































また､ ｢盛んにやるべき｣ において男女間に有意な差 (５％水準) がみられた｡
３－５ ごみの有料化に対する意識
ごみの有料化に対する意識を図６に示す｡










筆者 (印刷中) の水辺空間への支払意思額の算出結果においても､ 負担額は男性の方が高い結

































































図11に示す｡ 各年齢層において ｢賛成｣ が
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